





















































































































































年 製作本数 製作会社 備考
１９４６ ６７本 ６社




５１ ２０８ １９ 東映設立
５２ ２７８ ３５
５３ ３０２ ３２
５４ ３７０ ３６ 東映２本立て配給、日活製作再開
５５ ４２３ ２７




６０ ５４７ １９ 第二東映（東映２系統配給）





























国名 総上映本数 国産映画 輸入映画
国産映画
上 映 率
日本 ６１９本 ４２３本 ９６本 ６９．８０％
アメリカ ４０５ ２５８ １４７ ６３．６０
フランス ４４８ １１０ ３３８ ２４．６０





日本 ４２３本 １２５億円 ３，０００万円
アメリカ ２５４ １，８００ ３億２，４００
フランス １１０ １０３ ９，４００
























平 均 人 口
年 映画館数
１館当たり
平 均 人 口
１９４５ １，２２０館 ５８，６０６人 １９５６ ６，１２３館 １４，７５８人
４６ １，５０５ ４８，５８１ ５７ ６，８６３ １３，２６０
４７ １，９０３ ４１，０４０ ５８ ７，０６７ １３，０１９
４８ ２，１２０ ３７，８５０ ５９ ７，４０１ １２，５６２
４９ ２，２２５ ３６，７１９ ６０ ７，４５７ １２，５２６
５０ ２，４１０ ３４，５５２ ６１ ７，２３１ １２，９１８
５１ ３，３２０ ２５，４６４ ６２ ６，６３６ １４，３１６
５２ ３，６３６ ２４，０１０ ６３ ６，２０１ NA
５３ ３，９５９ ２２，１７７ ６４ ５，３６６ NA





































































１９４６ ７億３，２７４万人 １０．０回 １９５６ ９億９，３８８万人 １１．０回
４７ ７億５，６０８ ９．７ ５７１０億９，８８８ １２．１
４８ ７億５，８６６ ９．５ ５８１１億２，７４５ １２．２
４９ ７億８，６７６ ９．６ ５９１０億８，８８１ １１．５
５０ ７億１，８７０ ８．６ ６０１０億１，４３６ １０．４
５１ ７億３，１６８ ８．７ ６１ ８億６，３４１ ８．８
５２ ８億３，２２７ ９．７ ６２ ６億６，２２７ ６．６
５３ ７億６，４１８ ８．８ ６３ ５億１，１１２ ５．３
５４ ８億１，８５１ ９．３ ６４ ４億３，１４５ ４．３





































年 興行収入 年 興行収入
１９５２ ３２５億７，５００万円 ５９ ７１１億４，０００万円
５３ ４３１億１，００２ ６０ ７２９億９，８００
５４ ４６６億２，８００ ６１ ７３０億０，３００
５５ ５５９億０，２００ ６２ ７５９億８，２００
５６ ６１８億９，９００ ６３ ７７７億３，４００
５７ ６８１億５，２００ ６４ ７６９億３，７００
５８ ７２３億４，６００ ６５ ７５５億０，６００
表７ 映画の平均入場料金
年 入場料金 年 入場料金
１９４５ １．３０円 ５６ ７５．６３円
４６ ３．３０ ５７ ７５．２３
４７ １１．４０ ５８ ７８．１９
４８ ２６．６２ ５９ ７８．６７
４９ ４０．７５ ６０ ８５．３７
５０ ４９．００ ６１１０２．７１
５１ ７０．４０ ６２ NA
５２ ８８．４０ ６３ NA
５３ ８６．２５ ６４ NA







































































































































年度 件数 普及率 年度 件数 普及率
１９５２ １，４８５件 ０．０１％ １９６１ １０，２２２，１１６件 ４９．５０％
５３ １６，７７９ ０．１０ ６２ １３，３７８，９７３ ６４．８０
５４ ５２，８８２ ０．３０ ６３ １５，６６２，９２１ ７５．９０
５５ １６５，６６６ ０．９０ ６４ １７，１３２，０９０ ８３．００








































１９５３ １社 １社 １９６０ １０社 ３３社 ４３社
５４ １ １ ６１ １０ ３３ ４３
５５ １ １社 ２ ６２ １２ ３４ ４６
５６ ２ ２ ４ ６３ １３ ３４ ４７
５７ ２ ３ ５ ６４ １４ ３４ ４７
５８ ６ １１ １７ ６５ １４ ３４ ４７



















































































































１９５２ ３２５．８億円 １９５９ ７１１．４億円 ５１９．４億円
５３ ４３１．０ ７０．８億円 ６０ ７２８．０ ７３３．８
５４ ４６６．３ １０１．５ ６１ ７３０．０ ９８２．４
５５ ５５９．０ １１５．０ ６２ ７５９．８ １，２０９．２
５６ ６１９．０ １４８．１ ６３ ７７７．３ １，５０５．５
５７ ６８１．５ ２０９．６ ６４ ７６９．４ １，７１９．６
























年 放送局 放送時間 「映画」 中継 合計比
１９５３ NHK ７２０分 ８０分（１１．１％）２４０分（３３．３％）４４．４０％
５４ NHK ７２０ ８０（１１．１） ２４０（３３．３）４４．４０
日本テレビ ６６０ ７０（１０．６） １９０（２８．８）３９．４０
５５ NHK ８４０ ５５（６．５） ２４０（２８．６）３５．１０
日本テレビ ７８０ ５５（７．１） ３３０（４２．３）４９．４０
KRT ５９５ ２１０（３５．３） ５０（８．４）４３．７０
５６ NHK ９００ １１５（１２．８） ２４０（２６．７）３９．５０
日本テレビ １，０２５ ６０（５．９） ３５０（３４．１）４０．００
KRT １，０４０ １８０（１７．３） ５６０（５３．８）７１．１０
５７ NHK １，３２０ １１５（８．７） ３６０（２７．３）３６．００
日本テレビ １，７３０ １３０（７．５） ４４０（２５．４）３２．９０
KRT １，１５０ ２１０（１８．３） ３５０（３０．４）４８．７０
５８ NHK １，７４０ ３３０（１９．０） ３８０（２１．８）４０．８０
日本テレビ １，７４５ １７０（９．７） ５６０（３２．１）４１．８０

















年 放送局 テレビドラマ 年 放送局 テレビドラマ
１９５３ NHK ０分 １９６１ NHK １６０分
５４ NHK ０ 日本テレビ １２０
日本テレビ ３０ TBS ２５５
計 ３０ フジテレビ ２８５
５５ NHK ０ NET １５０
日本テレビ ０ 計 １６時間１０
KRT ３０ ６２ NHK １４０
計 ３０ 日本テレビ １０５
５６ NHK ０ TBS １５０
日本テレビ ０ フジテレビ １６５
KRT ６０ NET １６５
計 ６０ 計 １２時間０５
５７ NHK ０ ６３ NHK １７５
日本テレビ ４０ 日本テレビ １３５
KRT １３５ TBS １８０
計 ２時間１５ フジテレビ ２２５
５８ NHK ５０ NET ６０
日本テレビ １００ 計 １２時間５５
KRT １８０ ６４ NHK １５０
計 ３時間５０ 日本テレビ ６０
５９ NHK ６０ TBS ９０
日本テレビ １２０ フジテレビ １６５
KRT ２１０ NET ６０
フジテレビ １７５ 計 ８時間４５
NET ６０ ６５ NHK ２４０
計 １０時間２５ 日本テレビ １２０
６０ NHK ８５ TBS １６５
日本テレビ １８０ フジテレビ ９０
TBS １３５ NET ６０











































画を theatrical film、テレビ映画を１９５０～６０年代は telefilm、７０年代以後は
made-for-TV filmと表記している場合が多い。
２）１９５８年３月２０日に大手映画会社６社が加盟する日本映画製作者連盟がテ
レビ放送に関して申し合わせたもので、その骨子は劇映画のテレビ放送提
供禁止や専属俳優のテレビ放送出演に関する事項など６項目にわたる。『映
画年鑑 １９５９』p．１９９。
３） 映画に関する統計は日本映画連合会（５７年より日本映画製作者連盟）、
NHKの事業収入は『NHK年鑑』、民間放送のテレビ収入は『日本民間放
送年鑑』による。
４）１９４５年１１月、映画製作会社の連絡調整機関として「映画製作者連合」が
設立され、４７年３月に「日本映画連合会」に改称した。連合会には大手映
画会社５社のほかに、ニュース・短編映画製作会社、フィルムメーカー、
現像などの映画関連会社合わせて１０社が加盟していたが、５７年５月、１０社
が脱会し日活が加わって大手映画会社６社だけで構成する「日本映画製作
者連盟」に改組された。
５） 日活株式会社；１９１２年（大正元年）９月、初期の映画製作と外国映画の
輸入・上映を行なっていた吉沢商店・横田商会・M・パテー商会・福宝堂
の４社が合併してトラストの性格の強い日本活動写真株式会社を設立した
のが始まりで、４５年１０月に日活株式会社に社名変更した。４２年１月には、
映画の戦時統制で大日本映画製作株式会社（大映）に製作部門が移行し、
配給部門だけになった。戦後はもっぱらアメリカ映画の興行を行なってい
たが、５３年６月に製作再開を発表し、翌５４年６月に第１作を公開した。５０
年代後半から石原裕次郎、小林旭、浅丘ルリ子ら新人スターが出演する青
春映画やアクション映画で人気を得たが、６０年代半ば以降業績が悪化し、
７１年から低予算の“日活ロマンポルノ”の製作を始めた。７８年ににっかつ
に社名変更、９３年７月に事実上倒産した。
６） 松竹株式会社；１９０２年（明治３５年）、白井松次郎、大谷竹次郎兄弟は松
竹合名会社を創立し、関西、次いで東京に進出して歌舞伎興行を一手に収
めた。１９２０年（大正９年）２月には松竹キネマ合名会社を設立し、東京・
蒲田に撮影所を建設して映画製作と興行に乗り出した。１９３７年（昭和１２
年）２月に歌舞伎興行や劇場経営などを行なっていた松竹興行株式会社と
松竹キネマ株式会社が合体して、松竹株式会社が発足した。
７） 東宝株式会社；１９３７年（昭和１２年）９月に、前年６月設立の東宝映画配
給株式会社を中核に、株式会社 PCL映画製作所、株式会社 JOスタジオ、
株式会社写真化学研究所の４社が合併して、阪急が主導して東宝映画株式
７９（７６）
会社が発足した。プロデューサーシステム、合理的な配給制などを採用し
たが、松竹・日活・新興キネマ・大都映画の既成４社は地方の映画館に東
宝映画のボイコットを呼びかけ、映画業界の覇権争いが激化した。設立直
後の１０月に松竹スターの林長二郎（長谷川一夫）が東宝に移籍したことか
ら暴漢に襲われる事件も起こった。４３年１２月に東宝株式会社に社名変更し
た。
８） 大映株式会社；１９４２年（昭和１７年）１月、映画の戦時統制により、日活
の製作部門、新興キネマ、大都映画が合併して、大日本映画製作株式会社
として発足した。戦時中は国策遂行のための啓蒙的な映画を製作し、４５年
１２月に大映株式会社に社名変更した。５１年９月、永田雅一（１９０６～１９８５）
が社長の時、黒澤明監督の『羅生門』がベネチア映画祭最優秀賞を受賞し
てから映画の海外進出に力を注いだ。しかし、放漫経営が原因で、１９７１年
（昭和４６年）１２月に倒産した。
９） 株式会社新東宝；１９４７年（昭和２２年）３月、前年の第２次東宝争議で組
合を脱退した４５７人と長谷川一夫、高峰秀子ら１００人余の俳優が所属して、
当初は東宝の製作部門を担当する子会社として設立された。５０年には東宝
との紛争の末独立し、独自の製作・配給・興行組織を持つ新興の映画会社
となった。５５年には『明治天皇と日露戦争』などのヒット作を製作・配給
したが、興行で行き詰まり、６１年７月に事実上倒産した。
１０） 東映株式会社；１９５１年（昭和２６年）４月、東京映画配給を主体として東
横映画、大泉スタジオが合体して東急資本をバックに設立された。俳優の
片岡知恵蔵と市川右太衛門が重役として参加し、京都で時代劇、東京・大
泉で現代劇を製作した。５４年に中村錦之助の『笛吹童子』がヒットし、東
映時代劇の最盛期を築いた。しかし、同年１月には他の映画会社の反対が
強いなかで新作２本立て配給を始め、６０年３月には社内に新たな配給系統
の「第二東映」を設けた。こうした東映の経営は、映画業界の過当競争、
製作費の高騰、経営の悪化を招いたと批判された。
１１） ２本立て配給は東映が５４年１月下旬から始めた。東映は、他社が濫作に
よる質の低下を恐れるなかで積極策に出て、娯楽版という中篇時代劇と通
常の長編を組み合わせて配給を開始した。これは、戦中戦後のフィルム統
制で１本立て興行を余儀なくされていた興行主の要望に応えたものでも
あった。他社も新作の長編２本立て、新作の長編と中篇あるいは新作と旧
作の組み合わせで東映の動きに同調したが、５８年９月から２本立て配給を
始めた松竹は製作が拙速に陥り作品が奮わず経営不振を脱するには至らな
かった。東映はまた、６０年３月から新たな系統の「第二東映」を発足させ、
通常の東映作品より内容も製作費も落とした通俗的な娯楽作品を製作・配
給した。「第二東映」は６１年２月から呼称を「ニュー東映」と改め主に現
代劇の製作・配給したが、採算が取れず１１月に解消した。
１２）『映画産業白書』１９６８年版 p．１７。
１３） 映画館を上映する映画の系統別に分類すると、邦画専門館、洋画専門館、
７８（７７）
混合館に分類される。１９５６年の映連の統計では、邦画専門館が３，４６７館
（５６．５％）、洋画専門館が８９４館（１４．６％）、混合館が１，７７０館（２８．９％）で、
邦画専門館が大半を占めている。
１４） 契約館の確保は、５１年に直営館“百館政策”を掲げた東宝と新興の東映
が最も早くから進め、ほかの４社は遅れた。建館ブームが終わったと言わ
れる５８年の契約館は次のとおりである（『映画年鑑 １９５９』p．１２９）。
松竹１５２（年末目標４０２）、東宝２０１、大映１８１（４００）、東映９１４（９５０）、
新東宝１３０（１５０）、日活３１６（５００）
１５） 全国興行環境衛生同業組合連合会（全興連）の調べ。
１６）『映画年鑑 １９５９』p．１２８。
１７） 放送局の免許は電波法（５１．６施行）に基づいて交付され、放送局の設置
が認められると放送事業は放送法（５１．６施行）の適用を受ける。放送局に
は、放送番組を製作する演奏設備（スタジオ）を備えかつ放送用電波を送
受信する局（親局）と放送用電波の送受信だけを行なう局（中継局）があ
る。親局は通常県庁所在地等に置かれている。
１８） 日本電子工業会の調査。
１９）『NHK年鑑』１９５４～６０年版およびテレビラジオ新聞編１９７０『日本のテレ
ビジョン２０年』。
２０） 経済企画庁消費者動向予測調査。
２１） 郵政省（現在は総務省）が交付する放送局免許では、「放送事項」とし
て報道、教育・教養、娯楽番組の編成比率が義務付けられている。教育専
門局は教育番組５０％以上、教養番組３０％以上の編成を義務付けられた放送
局を指し、その他は一般総合番組局と分類されている。日本教育テレビ
（NET、５９．２開局、７７．４全国朝日放送、２００３．１０テレビ朝日に社名変更）と
東京１２チャンネル（６４．４開局、８１．１０テレビ東京に社名変更）は当初は教
育専門局として開局したが、７３年１１月の再免許に際して一般総合番組局と
なった。現在、地上波テレビ放送の教育専門局は、NHK教育テレビ
（５９．１開局）と放送大学（８５．４授業放送開始）である。
２２）１９５７年１０月の田中角栄郵政相のテレビ局大量予備免許に関して、当時郵
政事務次官を務めた元 NHK会長小野吉郎氏は「テレビ局の大量免許が電
機メーカーに対する受像機の需要を喚起し、それが量産体制と輸出競争力
の強化につながって、大きく日本の経済成長に寄与するに違いないという
ビジョンがあった。そうした意見をしばしば聞かされた記憶がある」と
語っている（『ドキュメント 放送戦後史』p．２９０）。
２３） NHK、民放ともに数字が揃っているのは１９６５年以降である。
１９６５年；NHK１４，３０９人 民放１４，７７７人
２０００年；NHK１２，４６１人 民放２８，４９９人
いずれも『NHK年鑑』『日本放送年鑑』（８１年版から『日本民間放送年鑑』
に改称）による。１９６５年
２４）『２０世紀放送史』上 p．４１６。
７７（７８）
２５） 日本電子工業会調べ。
２６）『電通広告年鑑』１９６６年版。なお、新聞広告費とテレビ広告費の拮抗状
態は１９６４年から８年間続き、７２年にテレビ広告費（３，５２２億円）が新聞広
告費（３，０２４億円）を上回り、以後、媒体別広告費で１位を保っている。
２７） NHKの事業収入と民間放送のテレビ収入は年度、映画の興行収入は暦
年である。
２８） 同上 p．８５。
２９） 古田尚輝「テレビジョン放送における『映画』の変遷」『成城文藝』１５６
号 p．p１１５～１６９を参照されたい。
３０） 放送番組の編成の調査では、番組改定直後でしばしば特別番組が放送さ
れる４月上旬を避け、通常の番組編成が定着する４月第３週を採ることが
多い。例えば NHK放送文化研究所編 １９７６『テレビ番組の変遷～東京７
局テレビ番組対照表～』も、１９５３年から１９７６年までの NHKと在京民放局
の４月第３週の番組編成を掲載している。
３１） 大河ドラマ第１作『花の生涯』放送当時の NHK芸能局長長沢泰治氏の
言葉と言われる。『２０世紀放送史』上 p．４９５。
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